
(57)【要約】

【課題】  走行時の車両動揺がもたらす磁場変動による

渦電流発熱を低減し、超電導磁石のクエンチ防止に対す

る信頼性を高める。

【解決手段】  超電導コイル１を冷却し所定位置に固定

する超電導コイル収納容器２の表面に被覆又はメッキす

る低電気抵抗材料層２０の厚さを部分的に変える。特

に、低周波の磁場変動によって渦電流が発生しやすい浮

上方向上側領域の低電気抵抗材料層２１，２２の厚さを

厚くして電気抵抗値を下げる。収納容器２を取り囲む輻

射熱シールドや真空断熱容器を、渦電流が発生しやすい

領域の板厚を厚くした低電気抵抗材料で構成してもよ

い。低電気抵抗材料層の厚さを厚くする代わりに電気抵

抗率の低い材料を用いても良い。



【特許請求の範囲】

【請求項１】  超電導線を巻回した超電導コイルと、該

超電導コイルを冷却し所定位置に固定する超電導コイル

収納容器と、該超電導コイル収納容器表面に被覆又はメ

ッキされた低電気抵抗材料層とを含む磁気浮上列車用超

電導磁石において、前記低電気抵抗材料層の厚さを部分

的に変えたことを特徴とする磁気浮上列車用超電導磁

石。

【請求項２】  真空断熱容器と、該真空断熱容器内に配

置された輻射熱シールドと、該輻射熱シールド内に配置

された超電導コイル収納容器と、該超電導コイル収納容

器内に配置された超電導コイルとを含む磁気浮上列車用

超電導磁石において、前記輻射熱シールドと前記真空断

熱容器の一方もしくは両方を部分的に厚さの異なる低電

気抵抗材料で構成したことを特徴とする磁気浮上列車用

超電導磁石。

【請求項３】  前記低電気抵抗材料の厚さを浮上方向上

下で非対称にしたことを特徴とする請求項１又は２記載

の磁気浮上列車用超電導磁石。

【請求項４】  浮上方向上部の少なくとも一部分の低電

気抵抗材料の厚さを浮上方向下部の低電気抵抗材料の厚

さより厚くしたことを特徴とする請求項１又は２記載の

磁気浮上列車用超電導磁石。

【請求項５】  超電導線を巻回した超電導コイルと、該

超電導コイルを冷却し所定位置に固定する超電導コイル

収納容器とを含む磁気浮上列車用超電導磁石において、

前記超電導コイル収納容器の表面に部分的に電気抵抗率

の異なる低電気抵抗材料を設置したことを特徴とする磁

気浮上列車用超電導磁石。

【請求項６】  真空断熱容器と、該真空断熱容器内に配

置された輻射熱シールドと、該輻射熱シールド内に配置

された超電導コイル収納容器と、該超電導コイル収納容

器内に配置された超電導コイルとを含む磁気浮上列車用

超電導磁石において、前記輻射シールドと真空断熱容器

の一方もしくは両方を部分的に電気抵抗率の異なる低電

気抵抗材料で構成したことを特徴とする磁気浮上列車用

超電導磁石。

【請求項７】  前記低電気抵抗材料の電気抵抗率を浮上

方向上下で非対称にしたことを特徴とする請求項５又は

６記載の磁気浮上列車用超電導磁石。

【請求項８】  浮上方向上部の少なくとも一部分の低電

気抵抗材料の電気抵抗率を浮上方向下部の低電気抵抗材

料の電気抵抗率よりも低くしたことを特徴とする請求項

５又は６記載の磁気浮上列車用超電導磁石。

【発明の詳細な説明】

【０００１】

【発明の属する技術分野】本発明は、地上軌道側に設置

された浮上コイル及び推進コイルと、車両に搭載された

超電導磁石からなる磁気浮上列車システムに関する。

【０００２】

【従来の技術】磁気浮上列車は、車両に超電導コイルを

利用した超電導磁石を搭載し、地上に並べた常電導コイ

ルとの間に吸引力及び反発力を作用させて浮上力及び推

進力を得るものである。図７により、側壁浮上方式の磁

気浮上列車の車載コイルと地上コイルの配置を説明す

る。図７（ａ）は車両、及び車両を両側から挟み込んで

案内するガイドウエイの模式的断面図、図７（ｂ）はガ

イドウエイに固定されたコイルの模式図である。車両１

０には、その両側面に複数の超電導コイル１１ａ，１１

ｂが並べて固定されている。また、ガイドウエイ１３に

は、常電導コイルからなる浮上コイル１４ａ，１５ａ，

１４ｂ，１５ｂ及び推進コイル１６ａ，１６ｂが車載超

電導コイル１１ａ，１１ｂと各々対向するようにして固

定配置されている。浮上コイル１４ａ，１５ａ，１４

ｂ，１５ｂは短絡コイルであって電源には接続されてい

ない。一方、推進コイル１６ａ，１６ｂには、変電所か

ら極性が周期的に変わるような電流が流され、車載超電

導コイル１１ａ，１１ｂに吸引力及び反発力を交互に及

ぼして車両１０に推進力を与える。

【０００３】従来の磁気浮上列車用超電導磁石を図８に

示す。図８（ａ）は超電導磁石の一部破断正面図、図８

（ｂ）はそのＡ－Ａ’断面図である。超電導コイル１

は、超電導コイル収納容器（以下、単に収納容器とい

う）２内に配置され、収納容器２は輻射熱シールド３内

に配置され、輻射熱シールド３は更に真空断熱容器４内

に配置されている。収納容器２には支持部材５が固定さ

れ、収納容器２の表面には銅メッキ層６が形成されてい

る。収納容器２は超電導コイル１を保持し固定する必要

があるため、剛性及び強度の高いステンレス製であり、

内部に液体ヘリウムの流路を設けて超電導コイル１を冷

却している。

【０００４】磁気浮上列車を実用化する上での課題の一

つは、超電導磁石のクエンチ（超電導破壊）をいかに防

ぐかという点にある。クエンチの原因には、熱負荷、磁

場変動等が考えられるが、特に熱負荷は、液体ヘリウム

冷凍機の能力とも絡み、解決を最も急がれている課題で

ある。熱負荷としては、伝導、輻射等による外部からの

熱侵入の他、地上コイルの磁場変動を受けて生じる渦電

流発熱や、渦電流と磁場が作用して生じる電磁力が引き

起こす振動による摩擦発熱等が考えられ、従来もさまざ

まな対策がなされてきた。例えば、外部からの熱侵入に

対しては、輻射熱シールド３や真空断熱容器４を設ける

ことで、輻射熱や対流による熱侵入を防いでいる。渦電

流発熱に対しては、超電導コイル収納容器２の表面に高

純度の銅メッキ層６を形成したり、電気抵抗率の低いア

ルミニウムを被覆する等の対策が取られている。

【０００５】この低電気抵抗材料による収納容器のメッ

キあるいは被覆は、高速走行時の地上コイル磁場変動に

対する渦電流発熱の低減策として特に有効であると考え

られてきた。磁気浮上システムでは、列車の走行時には
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浮上コイル１４ａ，１５ａ，１４ｂ，１５ｂを通過する

のに伴う脈動磁場が常に超電導磁石に加わる。現在の設

計によると、時速５００ｋｍでの走行時にはこの磁場変

動の周波数は３０９Ｈｚになる。この周波数では、磁場

変動によって超電導磁石各部に生じる渦電流の大きさ

は、電気抵抗によらずインダクタンスで決まるため、磁

石各部を構成する材料の電気抵抗値を変えても渦電流の

値は変化しない。従って、電気抵抗値を低くするほど渦

電流発熱を小さくできる。この知見をもとに液体ヘリウ

ム冷却系での渦電流発熱を抑えるために取られた対策

が、収納容器２に電気抵抗率の低い高純度の銅やアルミ

ニウムをメッキ、あるいは被覆するという方法である。

【０００６】渦電流発熱低減策としては、このように低

電気抵抗材料６を収納容器２に被覆する方法のほか、電

磁力による振動に起因して２次的に生じる渦電流を低減

するため、支持構造を工夫して振動を抑制する方法が取

られている。

【０００７】

【発明が解決しようとする課題】前述のように、これま

で考えられてきた渦電流発熱の原因は、走行周波数で生

じる磁場変動であった。しかし、超電導磁石に加わる磁

場変動は、走行周波数でのみ生じるとは限らない。例え

ば、空気抵抗や、左右推力のアンバランス、あるいは浮

上コイルの設置誤差などが原因で生じる車両動揺は、１

～１０Ｈｚの低周波領域で生じ、この車両動揺に伴う非

常に周波数の低い磁場変動も超電導磁石に加わる。しか

し、従来はこのような低周波域での渦電流発熱の低減策

は検討されておらず、従来磁石では発熱が過大になると

いう問題があった。これを回避するため低抵抗材の電気

抵抗値を十分小さくすることが考えられるが、励磁時に

生じるリバース電流が大きくなるため超電導コイルを励

磁できなくなるという問題があった。

【０００８】本発明は、走行周波数で生じる磁場変動に

よる渦電流発熱と共に車両動揺による低周波数域の磁場

変動が引き起こす超電導磁石の渦電流発熱を低減して、

クエンチの生じにくい信頼性の高い超電導磁石を提供す

ることを目的とする。

【０００９】

【課題を解決するための手段】上記目的は、超電導線を

巻回した超電導コイルと、超電導コイルを冷却し所定位

置に固定する超電導コイル収納容器と、収納容器表面に

被覆又はメッキされた低電気抵抗材料層とを含む磁気浮

上列車用超電導磁石において、低電気抵抗材料層の厚さ

を部分的に変えることによって達成することができる。

また、収納容器を取り囲む輻射熱シールドあるいは真空

断熱容器の一方もしくは両方を部分的に厚さの異なる低

電気抵抗材料で構成することによって達成することがで

きる。特に、超電導磁石の浮上方向上側の構成材料の厚

さを浮上方向下側の構成材料の厚さよりも厚くすること

により、発熱低減効果を高くすることができる。

【００１０】上記目的は、また、超電導線を巻回した超

電導コイルと、超電導コイルを冷却し所定位置に固定す

る収納容器とを含む磁気浮上列車用超電導磁石におい

て、収納容器の表面に部分的に電気抵抗率の異なる低電

気抵抗材料を設置することによって達成することができ

る。また、収納容器を取り囲む輻射熱シールドあるいは

真空断熱容器の一方もしくは両方を部分的に電気抵抗率

の異なる低電気抵抗材料で構成することによって達成す

ることができる。特に、超電導磁石の浮上方向上側の構

成材料の電気抵抗率を浮上方向下側の構成材料の電気抵

抗率よりも低く設定することによって高い効果をあげる

ことができる。

【００１１】低周波数域で収納容器に生じる渦電流発熱

が問題となる背景には、周波数が低いため真空断熱容器

や輻射熱シールドに磁場遮蔽に十分な渦電流が生じにく

く、外部の磁場が筒抜けに収納容器に加わるという現象

がある。一方、超電導コイル収納容器表面の低電気抵抗

層では、低抵抗化しているため、渦電流はインダクタン

スで制限される最大値で流れる。そのため、真空断熱容

器、輻射熱シールドによる遮蔽効果が効かないような低

周波数域の車両動揺による磁場変動によって引き起こさ

れる低電気抵抗層の発熱は無視できない。

【００１２】図２は、外部磁場変動によって収納容器に

生じる渦電流発熱と収納容器の電気抵抗との関係を、外

部磁場変動の周波数をパラメータとして図示したもので

ある。曲線１８は外部磁場変動の周波数が３０９Ｈｚの

場合の関係を示し、曲線１９は２Ｈｚの場合の関係を示

す。図示されているように、ある周波数の磁場変動に対

しては、渦電流発熱は特定の電気抵抗値の時に最大にな

り、電気抵抗値がそれより大きくても小さくても減少す

る山形の曲線を描く。また、外部磁場変動の周波数が高

くなるに従って、この山形の曲線は図に矢印で示すよう

に全体として高抵抗側に移動する。

【００１３】この渦電流発熱を低減する方法としては、

（１）車両動揺による外部磁場変動を低減すること、

（２）低電気抵抗層の抵抗値を高くし、車両動揺の周波

数域では電気抵抗に制限されて渦電流が流れず、走行周

波数域でもある程度発熱の小さくなるような最適な電気

抵抗値を探すこと、すなわち低電気抵抗層の抵抗値を図

２のＲ2 以上にすること、あるいは（３）従来以上に低

電気抵抗層の抵抗値を下げること、すなわち低電気抵抗

層の抵抗値を図２のＲ1 以下にすることが考えられる。

【００１４】車両動揺による磁場変動の原因は地上軌道

側の浮上コイル電流の変化である。浮上コイルは、車両

動揺をダンピングするような電磁力を働かせるため、ヌ

ル・フラックス線と呼ばれる導線により、対面する８の

字コイルどうしが結ばれ、電流は向かいあった浮上コイ

ルを行き来する。この電流変化がもたらす磁場変動に起

因する渦電流が超電導磁石の側に生じる。従って、前記

（１）に関しては、動揺のダンピングが必要な限り磁場
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変動は許容するしかない。（２）に関しては、ある許容

発熱量を見込む必要があり冷凍機容量を増大させる可能

性が大きい。また、低周波でも高周波でも、現在の液体

ヘリウム冷凍機の能力の許容範囲におさまるような発熱

に押さえられる電気抵抗率の選択は極めて困難である。

（３）に関しては、電気抵抗を下げると、励消磁時のリ

バース電流による発熱が増大するという問題が新たに生

じる。また、電気抵抗を下げるため低電気抵抗層の厚み

を厚くする場合、重量やサイズなど構造上厳しい制限を

受ける。

【００１５】また、液体ヘリウム系の熱負荷を低減する

方法としては、超電導コイル収納容器の渦電流発熱その

ものを低減する方法以外に、真空断熱容器、輻射熱シー

ルドによる外部磁場の遮蔽効果を上げ、収納容器の低電

気抵抗層で受ける磁場変動を小さくするという方法もあ

る。磁場遮蔽効果を高めるためには、それぞれの構成材

の電気抵抗を下げ、低周波数でも電流が流れやすくすれ

ばよい。しかし、電気抵抗を下げるためには、材料の電

気抵抗率を下げるか、板厚を増すしか方法はない。電気

抵抗率は、構成材料が求められる剛性や強度で決まるこ

とがほとんどであり、選択の余地は少ない。また、板厚

に関しては、厚さを増すことは重量を増すことに直結す

るため、なるべく避けたい選択である。これらの問題

は、低電気抵抗層の発熱を低減するために低電気抵抗層

の電気抵抗をさらに下げようと考える場合にも直面する

問題である。

【００１６】しかし、渦電流分布さえわかれば、構成材

全体の電気抵抗率や板厚を変える必要はなく、渦電流が

流れる部分の電気抵抗のみを下げればよい。図３は、こ

うした観点から車両動揺による真空断熱容器上の渦電流

分布をシミュレーションしたものであり、図において閉

曲線として描かれている渦電流流線の混み合っていると

ころほど渦電流密度が高い。

【００１７】図３から、電流密度の高い部分は、真空断

熱容器の地上コイルに面する側の上半分に存在すること

がわかる。これは、浮上コイル電流の起電力が、浮上力

起因と案内力起因の２種類あるためである。浮上力起因

の電流は浮上コイルの上下で逆向きに流れようとするの

に対し、案内力起因の電流は上下で同じ向きに流れよう

とする。このため浮上コイルの電流は２つの起電力の向

きの一致する上側で大きくなり、２つの起電力が逆向き

になる下側で小さくなる。上下の差分の電流はヌル・フ

ラックス線をわたって対面するコイルに流れ込む。上下

の浮上コイル電流の差は、対面する真空断熱容器に及ぼ

す磁場変動量の差となり、渦電流分布が上下で異なる原

因となる。

【００１８】このような渦電流の分布についての知見

は、車両動揺に関する３次元の渦電流解析を行って初め

て得られたものである。渦電流発熱を低減するには、図

３で渦電流流路に相当し、電流密度の高い部分の電気抵

抗を下げてやればよい。同様に輻射熱シールドや収納容

器上の、渦電流流路に相当する部分の電気抵抗率を下げ

る、又は厚さを増すことによって、渦電流流路の電気抵

抗は下がり、従って電流は流れやすくなり、その結果低

電気抵抗層あるいは収納容器への磁場侵入が抑制され、

低電気抵抗層で発生する渦電流が減少するため発熱が低

減し、クエンチを生じにくい超電導磁石が得られる。

【００１９】低電気抵抗層に関しても、例えば上半分の

電気抵抗率を１／２にし、かつ厚さを２倍にすると、発

熱を従来の約１／４まで低減することが可能である。ま

た、この場合の低電気抵抗層の重量の増加は従来の１．

５倍程度で、励消磁時のリバース電流による発熱も従来

の２倍程度と考えられ、十分許容できる。特にリバース

電流による発熱に関しては、励消磁速度の調節で低減で

きる可能性もある。これらの発熱低減策により、従来よ

りも低発熱で、クエンチしにくい、高信頼性の超電導磁

石が得られる。

【００２０】

【発明の実施の形態】以下、本発明を実施の形態により

詳細に説明する。図１は本発明の一実施の形態を示す図

であり、（ａ）は正面図、（ｂ）はそのＡ－Ａ’断面図

である。超電導コイル１は、収納容器２内に保持されて

いる。収納容器２は、超電導コイル１を保持し固定する

必要があるため剛性及び強度の高いステンレス製であ

り、内部に液体ヘリウムの流路を設けて超電導コイル１

を冷却している。収納容器２の表面には全面に厚さ約

０．３ｍｍの銅メッキ２０が施されているが、コイルの

腹の一部分でメッキを厚くしている。このメッキを厚く

した部分２１は、地上コイルに面する側の上部に位置

し、車両動揺による渦電流が最も多量に流れる部分であ

る（図３参照）。メッキを１．０ｍｍ程度に厚くするこ

とによって、その部分の電気抵抗を図２に示すＲ1 以

下、例えば１×１０-6Ωに低下させている。メッキを厚

くした部分２１の中でも特に渦電流の流れやすい部分２

２は更にリング状にメッキを厚く形成して電気抵抗を十

分に低下させてある。

【００２１】本実施の形態によると、渦電流流路の電気

抵抗が低いため、渦電流による発熱が低減し、クエンチ

しにくく信頼性の高い超電導磁石を得ることができる。

図４は本発明の他の実施の形態を示す図であり、（ａ）

は正面図、（ｂ）はそのＡ－Ａ’断面図である。超電導

コイル収納容器２は、超電導コイル１を保持し固定する

必要があるため、剛性及び強度の高いステンレス製であ

り、内部に液体ヘリウムの流路を設けて超電導コイル１

を冷却している。収納容器２の表面全体には電気抵抗率

の低いアルミニウム（電気抵抗率約２×１０-7Ωｍ）２

３が被覆されているが、車両動揺に起因する低周波の磁

場変動によって渦電流が流れやすい地上コイル側に面し

た上部側面には、他の部分に被覆されているアルミニウ

ム材料よりも純度を上げて電気抵抗率を１×１０-7Ωｍ

(4) 特開２０００－１０２１１２



程度に低くしたアルミニウム材料２４が被覆されてい

る。従って、電気抵抗率を低くした分、この部分での発

熱は低減され、クエンチしにくく、信頼性の高い超電導

磁石が得られる。

【００２２】図５は本発明の他の実施の形態を示し、

（ａ）は正面図、（ｂ）はそのＡ－Ａ’断面図である。

輻射熱シールド２５は支持部材５が取り付けられた収納

容器２を取り囲んでおり、表面に銅メッキ６が施された

収納容器２は内部に超電導コイル１を収納している。本

実施の形態の輻射熱シールド２５は、液体窒素温度に冷

却して用いるため厚さ約３ｍｍの熱伝導率の高いアルミ

ニウムで作られており、一部に板厚が約５ｍｍと厚くな

っている部分２６を有する。この板厚が厚い部分２６

は、地上コイルに面する側で浮上方向上側部分に位置

し、車両動揺による渦電流が輻射熱シールドで最も多量

に流れる部分である。

【００２３】本実施の形態では、図１に示した実施の形

態のように、完全に渦電流分布に沿って板厚を厚くする

のではなく、渦電流密度の高い部分に帯状に板厚の厚い

部分を設けている。図１のように渦電流分布に沿って板

厚を変えると、発熱をできる限り抑制し、同時に重量も

できる限り軽量にするといった最適設計ができる。しか

し製作の容易さの点からすると、本実施の形態のような

単純な形状の方が加工しやすく、加工のコストも小さ

い。

【００２４】このように、渦電流の流路に相当する部分

の板厚を厚くして電気抵抗を下げ、電流を多量に流すこ

とにより、内部の低電気抵抗層へ到達する磁場変動を遮

蔽する効果を上げることができる。従って、超電導コイ

ル収納容器２の銅メッキ層６で生じる渦電流は低減し、

その結果発熱は減少するので、クエンチしにくく信頼性

の高い超電導磁石を得ることができる。

【００２５】図６は本発明の他の実施の形態を示し、

（ａ）は正面図、（ｂ）はそのＡ－Ａ’断面図である。

超電導コイル１は、支持部材５が取り付けられ、表面に

銅メッキ層６が形成された収納容器２内に配置されてい

る。収納容器２は輻射熱シールド３内に配置され、輻射

熱シールド３は更に真空断熱容器２７中に配置されてい

る。真空断熱容器２７は約６×１０-8Ωｍの電気抵抗率

を有するアルミニウム材料で作られており、その一部分

２８は約３×１０-8Ωｍと他の部分よりも電気抵抗率の

低い純アルミニウム材料で構成されている。電気抵抗率

の低い材料で構成された部分２８は、地上コイルに面す

る側の上部に位置し、車両動揺による渦電流密度が高い

部分である。従って、本実施の形態によると、渦電流流

路の電気抵抗を下げて電流を多量に流すことにより、内

部の低電気抵抗層へ到達する磁場変動を遮蔽する効果を

上げることができる。

【００２６】従来、真空断熱容器は、軽量で強度、剛性

を有するアルミニウム合金で構成されており、電気抵抗

を下げるために全体を電気抵抗の低い純アルミニウムで

構成することは、強度上問題があったが、本実施の形態

のように、部分的に純アルミニウムを用いれば、強度も

確保できる上に発熱低減効果も大きい。また、本実施の

形態では、図４で示した実施の形態と異なって、完全に

渦電流分布に沿って低電気抵抗材を配置するのではな

く、渦電流が分布する領域を覆う部分に、長方形の低電

気抵抗材を配している。真空断熱容器の低電気抵抗部分

２８と他の部分２７とは、それぞれの形状に切削された

のち、溶接などの方法によって接合するが、切削も溶接

も複雑な曲線状であるよりは直線であるほうが加工が容

易であるため、製作コストを下げることができる。

【００２７】なお以上の実施の形態では、電気抵抗値を

部分的に低減する方法として構成材の厚さを厚くする方

法及び電気抵抗率の小さな材料を使用する方法を説明し

たが、この２つの方法を併用して、電気抵抗率の小さな

材料を板厚を厚くして用いると更に高い電気抵抗値低減

効果が得られるのはもちろんである。

【００２８】

【発明の効果】本発明によると、構成材の厚さや電気抵

抗率を部分的に変えることにより、渦電流が生じる部分

の電気抵抗値を選択的に下げることができるので、強度

や剛性を損なわず、しかも重量を極端に増加することな

しに、液体ヘリウム系にある低電気抵抗材における渦電

流発熱を低減できる。また、輻射熱シールド、真空断熱

容器においては、渦電流の流れる部分の電気抵抗値を低

減することにより、低電気抵抗層への磁場侵入の遮蔽効

果を上げることができ、その結果低電気抵抗層の渦電流

発熱を低減できる。従って、クエンチの原因となる発熱

が抑制できるので、信頼性の高い超電導磁石を得ること

ができる。

【図面の簡単な説明】

【図１】部分的に低電気抵抗層の厚さを変えることで発

熱低減を図る実施の形態の説明図。

【図２】抵抗と発熱量の関係を説明する図。

【図３】車両動揺による真空断熱容器上の渦電流分布を

示す解析図。

【図４】部分的に低電気抵抗層の構成材の電気抵抗率を

変えた実施の形態の説明図。

【図５】部分的に輻射熱シールドの厚さを変えた実施の

形態の説明図。

【図６】部分的に真空断熱容器の構成材の電気抵抗率を

変えた実施の形態の説明図。

【図７】磁気浮上列車の車載超電導コイルと地上コイル

の説明図。

【図８】従来の超電導磁石の説明図。

【符号の説明】

１…超電導コイル、２…超電導コイル収納容器、３…輻

射熱シールド、４…真空断熱容器、５…支持部材、６…

銅メッキ層、１０…車両、１１ａ，１１ｂ…車載超電導
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コイル、１３…ガイドウェイ、１４ａ，１５ａ…浮上コ

イル、１４ｂ，１５ｂ…浮上コイル、１６ａ，１６ｂ…

推進コイル、２０…銅メッキ層、２１，２２…厚い銅メ

ッキ層、２３，２４…アルミニウム被覆、２５…輻射熱

シールド、２７…真空断熱容器

【図１】 【図２】

【図３】

【図４】
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【図５】 【図６】

【図７】

【図８】
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